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財政健全化判断比率の状況
指　　標 健全化判断比率 早期健全化比率

①実質赤字比率 － 15.0%

②連結実質赤字比率 － 20.0%

③実質公債費比率 8.5% 25.0%

④将来負担比率 40.9% 350.0%
※令和３年度決算に基づく数値

鏡石町の財政健全化判断比率の公表【健全化判断比率】
①実質赤字比率
一般会計などの実質収支が黒字のため該当なし。
②連結実質赤字比率
一般会計などの実質赤字、公営企業会計の資金不足は発生
しておらず、該当なし。
③実質公債費比率
標準財政規模に対する一般会計などが負担する元利償還金
などの割合は 8.5％で、前年度に比べ 0.4 ポイント増加。
④将来負担比率
標準財政規模に対する一般会計などが将来負担すべき実質
的な負債の割合は40.9％で、前年度に比べ10.7ポイント増加。

財政公表財政公表
今月号では、鏡石町財政状況の

作成及び公表に関する条例の規定
により、令和４年度上半期の予算
状況及び９月定例議会で認定され
た令和３年度決算の内容について
一般会計を中心にお知らせします。

令和４年度令和４年度

令和３年度各会計決算状況各会計町債残高の状況（町の借金残高）
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令和４年度各会計現計予算状況

基金積立金現在高の状況（町の貯金残高）

会 計 区 分 予 算 現 計

一 般 会 計 74億3,543万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 14億3,943万円

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1億3,021万円

介 護 保 険 特 別 会 計 11億7,413万円

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 8万円

工 業 団 地 事 業 特 別 会 計 4,547万円
鏡 石 駅 東 第 １ 土 地
区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 2億9,181万円

育 英 資 金 貸 付 費 特 別 会 計 563万円

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 6億3,262万円

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 9,418万円

小　　　計 112億4,899万円

上 水 道 事 業 会 計

収益的 2億9,840万円

資本的 6億2,560万円

計 9億2,400万円

合　　　計 121億7,299万円

会 計 区 分 歳　　入 歳　　出
一 般 会 計 74億3,089万円 72億7,862万円
国民健康保険特別会計 12億9,922万円 12億9,540万円
後期高齢者医療特別会計 1億2,162万円 1億2,113万円
介 護 保 険 特 別 会 計 11億1,371万円 11億 499万円
土地取得事業特別会計 9万円 0万円
工業団地事業特別会計 4,633万円 4,580万円
鏡 石 駅 東 第 １ 土 地
区画整理事業特別会計 3億2,689万円 3億2,165万円

育英資金貸付費特別会計 299万円 299万円
公共下水道事業特別会計 5億9,647万円 5億9,319万円
農業集落排水事業特別会計 1億2,548万円 1億2,338万円

小　　　計 110億6,369万円 108億8,715万円

上水道事業会計
収益的 4億3,940万円 2億4,563万円
資本的 16億5,606万円 18億9,320万円
計 20億9,546万円 21億3,883万円

合　　　計 131億5,915万円 130億2,598万円
※上水道事業会計の資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、　
　過年度分損益勘定留保資金等で補てんした。

会 計 区 分 町 債 残 高
一 般 会 計 58億7,532万円
駅東土地区画整理事業特別会計 3億9,097万円
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 29億8,899万円
農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 3億6,762万円
上 水 道 事 業 会 計 45億6,489万円

合　　　計 141億8,779万円
令和 3年度末現在

基 金 区 分 現 在 高
財 政 調 整 基 金 12億4,351万円
減 債 基 金 8,649万円
役 場 庁 舎 新 築 事 業 基 金 7億1,308万円
そ の 他 12億7,272万円

合　　　計 33億1,580万円
令和４年 5月 31日現在

建設が進む健康福祉センター

地方譲与税　　　　 　7,299 万円
利子割交付金　　　　　　  87 万円
配当割交付金　　　　　　608 万円
株式等譲渡所得割交付金　644 万円
法人事業税交付金　　 2,631 万円
地方消費税交付金　　　 ３億 7 万円
環境性能割交付金　　　　462 万円
地方特例交付金　　　　4,516 万円
交通安全対策特別交付金　122 万円
自動車取得税交付金　　　　 0 万円

分担金及び負担金 　3,505 万円
使用料及び手数料    5,023 万円
財産収入　　　　　　   　 170 万円
寄附金　　　　　　　    1,516 万円
諸収入　　　　　　　   8,561 万円

その他 (依存財源 )

その他 ( 自主財源 )

町税
15億 9,521 万円
町税

15億 9,521 万円

繰越金
3億4,696 万円
繰越金

3億4,696 万円

繰入金
２億7,139 万円
繰入金

２億7,139 万円

地方交付税
16億 6,353 万円
地方交付税
16億 6,353 万円

国庫支出金
12億 8,804 万円
国庫支出金
12億 8,804 万円

県支出金
７億3,892 万円
県支出金
７億3,892 万円

地方債
８億7,533 万円
地方債

８億7,533 万円

自主財源
32.4％
自主財源
32.4％

依存財源
67.6％
依存財源
67.6％

人件費
９億3,914 万円
人件費

９億3,914 万円

扶助費
13億 6,955 万円
扶助費

13億 6,955 万円

公債費
４億1,657 万円
公債費

４億1,657 万円

普通建設事業費
10億 8,972 万円
普通建設事業費
10億 8,972 万円

物件費
９億4,297 万円
物件費

９億4,297 万円

積立金
２億２,758 万円
積立金

２億２,758 万円

補助費等
12億 8,838 万円
補助費等
12億 8,838 万円

繰出金
６億8,516 万円
繰出金

６億8,516 万円

災害復旧費
１億3,346 万円
災害復旧費
１億3,346 万円

義務的経費
37.4％
義務的経費
37.4％

投資的経費
16.8％
投資的経費
16.8％

その他の経費
45.8％

その他の経費
45.8％

貸付金　           　   4,430 万円
投資及び出資金　１億 2,855 万円
維持補修費　     　  1,324 万円

その他
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歳入総額　74億 3,089 万円

歳出総額　72億 7,862 万円

【一般会計】町の中心となる会計で、
行政を運営するための基本的な経費
を計上した会計
【繰入金】各種基金の取り崩しや特
別会計などから繰り入れるお金
【地方交付税】自治体の財政力に応
じて国から交付されるお金
【町債】国や銀行などからの借入金
【公債費】事業を行うために借りた
お金（町債）の元金・利子や一時借
入金の利子を支払うお金
【普通建設事業費】道路や公共施設
などの建設・改修に使われるお金
【繰出金】各種基金や特別会計など
へ繰り出されるお金
【扶助費】社会保障制度の一環とし
て、子どもや高齢者などに対して給
付されるお金

令和３年度決算令和３年度決算

財政用語の解説


